
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第22号 

答申番号：令和７年度答申第21号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、次のとおり、原処分（生活保護申請却下処分）は違法又は不当で

あると主張しているものと解される。 

(1) 生活保護法（以下「法」という。）による保護（以下「保護」という。）

の申請（以下「本件申請」という。）を行った際に処分庁から紹介された求

人の就労先は遠隔地であるため、日本国憲法（以下「憲法」という。）第22

条で定められた「居住、移転及び職業選択の自由」を無視したものである。 

(2) 法第４条第３項において「急迫した事由がある場合に、必要な保護を行う

ことを妨げるものではない。」とされており、原処分はこれを無視した内容

である。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

  職業選択の自由は尊重されるべき権利だが、生活保護を受給するに当たって

は、可能な限り能力に応じた就労を行う必要があり、請求人には通院が必要な

疾病もなく、前回の保護受給期間（令和６年７月12日から令和７年２月24日）

に短期間で４社の就労先を自己都合で退職しており、正当な理由なく就労を忌

避していると認められることから、原処分に違法又は不当な点はない。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

 ２ 要保護者が、稼動能力を有し、就労の機会があるにもかかわらず、就労稼動

しない場合は、一般的には法第４条第１項に規定する保護の要件としての能力



の活用を欠くものであると解されるから、そのような者からの保護開始申請に

ついては却下することとされている。 

この点、請求人は、年齢や疾病といった稼働を阻害する要因がないこと、前

回保護の受給時にも採用となった会社が複数あり、かつ、長野県の会社での就

労も決定していること等から、稼働能力を有していることが認められる。また、

面接で確認していた仕事の内容と違うと、それを理由に短期間で退職すること

を頻繁に繰り返していたことからすると、請求人に稼働能力を活用する意思が

あるとは認められない。そして、請求人は、人材派遣企業から複数の道外にお

ける求人の紹介があったものの、自ら市外における求人の紹介に了承していた

にもかかわらず、紹介された求人の就労先は遠隔地であり、居住、移転及び職

業選択の自由を無視したものと主張し、これに応募しなかった。こうしたこと

からすると、請求人は実際に稼働能力を活用する就労の場を得ることができる

にもかかわらず、それを忌避していたことが認められる。 

以上の経緯を踏まえると、請求人は、再三にわたり職種の好き嫌いなどと

いった自己都合を理由に就労を忌避しており、稼働能力を活用する意思がない

と評価せざるを得ず、法第４条第１項に規定する保護の要件を欠くものとして

原処分を行った処分庁の判断に違法又は不当な点は認められない。 

 ３ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張は理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年９月30日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同年10月６日の審査会において、調査審

議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる

ものとされているが（法第４条第１項）、急迫した事由がある場合に、必要な

保護を行うことを妨げるものではないとされている（同条第３項）。 

保護の決定に係る事務は、地方自治法における法定受託事務とされており、

厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準（以下「処



理基準」という。）を定めている。 

処理基準によれば、要保護者に稼働能力がある場合には、その稼働能力を最

低限度の生活の維持のために活用させることとされており、稼働能力を活用し

ているか否かについては、①稼働能力があるか否か、②その具体的な稼働能力

を前提として、その能力を活用する意思があるか否か、③実際に稼働能力を活

用する就労の場を得ることができるか否か、により判断することとされ、その

判断に当たっては、必要に応じてケース診断会議や稼働能力判定会議等を開催

するなど、組織的な検討を行うこととされている。 

また、稼働能力があるか否かの評価については、年齢や医学的な面からの評

価だけではなく、その者の有している資格、生活歴・職歴等を把握・分析し、

それらを客観的かつ総合的に勘案して行うことされている。 

そして、稼働能力を活用する意思があるか否かの評価については、求職状況

報告書等により本人に申告させるなど、その者の求職活動の実施状況を具体的

に把握し、その者の稼働能力を前提として真摯に求職活動を行ったかどうかを

踏まえ行うこととされている。 

さらに、就労の場を得ることができるか否かの評価については、本人の稼働

能力を前提として、地域における有効求人倍率や求人内容等の客観的な情報

や、育児や介護の必要性などその者の就労を阻害する要因を踏まえて行うこと

とされている。 

そこで本件についてみると、請求人は、40代で心身の状況はおおむね良好と

されており、複数の職歴を有しているなど、稼働能力はあるというべきである。

また、請求人は、処分庁から人材派遣企業を介して複数の求人情報を提供され

たにもかかわらず、いずれも応募しなかったことから、自身の稼働能力を前提

として真摯に求職活動を行ったとはいえず、稼働能力を活用する意思があると

は認め難い。さらに、請求人の居住する地域における求人はおおむね既に紹介

されていることから道外の求人情報を案内されているものの、請求人に育児や

介護の必要性は認められないことから道外就労を阻害する要因は認められず、

広く就労の場を得ることができる状況にあると認められる。以上のことから、

請求人は、その稼働能力を最低限度の生活の維持のために活用させているとは

認められず、法第４条第１項で定める保護の要件を満たさない。そして、処分

庁はケース診断会議による組織的検討も行った上で原処分を行っていること

から手続も瑕疵はない。したがって、原処分に違法又は不当な点はない。 



他方、請求人は、法第４条第３項において「急迫した事由がある場合に、必

要な保護を行うことを妨げるものではない。」とされており、原処分はこれを

無視した内容であるから、原処分は違法又は不当であると主張しているものと

解される。しかしながら、処分庁は、本件申請時点において請求人が「急迫し

た状況」にないことを確認した上で原処分を行っていることが認められ、請求

人の主張を採用することはできない。 

なお、請求人は、処分庁から紹介された求人の就労先は遠隔地であるため、

憲法第22条で定められた「居住、移転及び職業選択の自由」を無視したもので

あると主張する。しかしながら、憲法は、第22条第１項で居住、移転及び職業

選択の自由を保障する一方で、第27条で国民に勤労の義務を課しているので

あって、法の根拠規定である憲法第25条はこれを前提として国民の生存権を保

障したものであり、また、遠隔地の就労先について本人の了解の下で行ったも

のであるから、処分庁が本件申請に際し、請求人に対して道外の就労先を紹介

したことが、直ちに憲法に違反するということはできない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 
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